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１ はじめに 

測量・地図は、わが国の国土の開発、利用、保全等の社会基盤の形成には欠かすことの

できない技術・情報であり、また、国民にとって安全・安心な社会を構築するうえで、極

めて重要な役割を果たしている。 

我が国では、測量法において、測量を「基本測量」、「公共測量」及び「基本測量及び公

共測量以外の測量」に分類しているが、そのうち、公共測量はその大部分を占めており、

この実態を把握することは、測量の正確性を確保し、無駄な測量を無くし、公共測量成果

の利活用促進を図るための測量行政を遂行するうえから必要不可欠である。 

このため、国土地理院では、公共測量の実態及び動向を把握するために、測量計画機関

（以下「計画機関」という。）を対象として、隔年でアンケート調査を実施している。 

本報告書は、平成 23年度に計画機関が実施した公共測量を対象にして、平成 24年度に

調査を行い、その実態及び動向を分析した結果を取りまとめたものである。 

 

２ 調査の概要 

 

２－１ 調査の方法 

今回の調査は、計画機関を対象として、本報告書「資料 公共測量実態調査票」に示す

調査票を Web 上に用意して、インターネットにより回答を得るアンケートで行った。Web

方式による調査は平成 16年度より導入している。 

 アンケートは、回答内容の機密性の確保、調査及び分析の効率化を図るため、機関毎に

ログインＩＤとパスワードを設定するとともに、若干の項目を除き、あらかじめ用意した

コード番号から回答項目を選択する方法を採用した。 

 

２－２ 調査対象機関 

 調査の対象機関は、国の計画機関については、内閣府、宮内庁、法務省、財務省、農林水

産省、経済産業省、国土交通省、環境省、防衛省とし、公共団体の計画機関については、都

道府県、市、特別区、町、村とし、その他の計画機関については、独立行政法人とし、それ

ぞれに区分して分析した。 

 

２－３ 調査の内容 

公共測量の現状を的確に把握するために、公共測量作業規程の制定状況、電子納品、地

図の整備状況、測量成果の公開、測量成果の保管及び交付に関するルール、世界測地系へ

の対応状況、積算資料、公共測量の計画及び計画書の作成状況、公共測量成果の提出等に

ついて調査分析した。 

今回の調査内容の変更としては、測量成果の検定、測量機器の検定、測量新技術､GIS の

導入状況等に関する調査項目をとり止め、測量法第 14条通知の実施状況、公共測量成果の

提出状況、CAD データと数値地図データの相互変換ニーズ、ハザードマップの背景図の利

用状況についての調査分析を追加した点である。 

なお、公共測量を的確かつ効率的に実施するための支援策として、国土地理院はホーム

ページを利用した提供サービスである電子国土 Web システム、基盤地図情報、公共測量申
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請書作成サイト、PSEA(公共測量ビューア・コンバータ)等を公開している。これらの利用

状況についての調査分析も行った。 

 

２－４ 分析の方法 

分析にあたっては、今回の調査結果と過去に調査したデータ(昭和 44 年度から平成 22

年度まで 18回)を用いて公共測量の推移等を分析した。 

調査結果は、「３ 調査の結果」に示すように、回答件数、事業量、事業経費等の統計、

その他公共測量の実態等を把握する上で必要な項目について、計画機関、測量種別、測量目

的、都道府県別及び地方測量部等管内別のうち適切な区分に基づいて分析した。 
なお、今回の分析では、調査目的の分類見直し、測量種別の分類見直し及び測量精度の区

分見直しを行った。 
見直しの概要は以下のとおりである。 

（１）測量目的の分類見直し 

測量目的の分類の見直しにあたっては、アンケート調査における測量目的を精査し、

区分の見直しを行った。その結果、従来の 18種から 33種に区分した。前回までの 18

種に 13種を追加する大幅な変更となったが、実際に実施されている公共測量の内容と合

致するものであり、今後の公共測量取りまとめ行政の進展を図る上で、より具体的な資

料として活用が期待できるものと考える。 

（２）測量種別の分類見直し 

測量種別の分類の見直しにあたっては、国土地理院の公共測量データベース（公共

測量実施情報）における測量種別の区分に従って分類した。その結果、前回までの 24

種から 34 種へと大幅に増加したが、前項同様、より具体的な資料として活用が期待で

きるものと考える。 

（３）測量精度の区分見直し（級・縮尺・地図情報レベル等） 

測量精度の分類の見直しにあたっては、国土地理院の公共測量データベース（公共

測量実施情報）における級・縮尺、地図情報レベルの区分に従って分類した。 

① 基準点の区分 

新たに街区三角点、街区多角点を追加した。 

② 地図作成等における地図情報レベルの区分 

準則の改正に伴い、地図は数値データとして作成されることになった。このため、

地図の精度区分の表記として用いられてきた縮尺から地図情報レベルによる表記に

変更されたため、従来の縮尺から地図情報レベルによる区分に全面的に見直した。 

③ フィルム撮影における縮尺の区分 

縮尺はフィルムによる撮影の場合には適用されているが、公共測量が準則に基づい

て行われている現状を考慮し、準則に沿った区分に見直した。 

④ 数値撮影（デジタル）における地上画素寸法の区分 

地上画素寸法は、作成する地図や写真地図（デジタルオルソ）の地図情報レベルに 

応じて要求される精度が異なるが、今回の区分にあたっては、実態調査の結果を参

考に、実際に数値撮影が行われた地上画素寸法及び準則による規定に基づいて区分

した。 
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２－５ 回答状況 

今回は、公共測量を実施すると思われる約 2,100 機関を対象に、アンケート依頼をした。

表－1 のとおり、回答のあった機関数は 1,971 機関で、回答部署数（以下「回答件数」と

いう。）は 3,061 部署である。機関数と回答件数が異なるのは、1 機関の複数部署で公共

測量を実施していることが想定されたことから、複数部署からの回答を求めたためである。 

したがって、回答機関数では、前回（H22：1,867 機関）に対して 104 機関増加している。

増加状況を計画機関別に見てみると、市町村及び特別区が（H22：1,069 機関→H24：1,659

機関）590 機関と大幅に増加しており、次いで国土交通省以外の国の機関（H22：108 機関

→H24：154 機関）が 46機関増加している。また、独立行政法人（H22：75 機関→H24：82

機関）は７機関増加している。今回減少したのは都道府県（H22：420 機関→H24：47 機関）

の 373 機関の減少と国土交通省（H22：195 機関→H24：29 機関）の 166 機関の減少である。 

なお、国土交通省の機関数の減少要因は、四国地方整備局以外は、アンケート調査の窓

口として本局で一括対応しているために、機関数が減少したことによる。また、県におい

ても同様の対応をしているため､機関数は減少した。 

 

表－1 計画機関、地方測量部等管内別 回答機関数 

 
 

次に、国、独立行政法人を除く地方公共団体を都道府県別に集計した回答機関数の状況

は、表－2のとおりである。前回調査（平成 22年度）での都道府県別の集計は、国、独立

行政法人を含めた集計であるため、今回調査結果との比較は行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計 画 機 関 全国総計 北海道地測 東北地測 関東地測 北陸地測 中部地測 近畿地測 中国地測 四国地測 九州地測 沖縄支所

29 1 1 2 1 1 1 1 20 1 0
(136) (1) (1) (7) (13) (34) (13) (11) (35) (21) (0)
154 7 23 27 12 11 16 13 11 24 10

(174) (7) (26) (32) (14) (11) (18) (13) (12) (29) (12)
47 1 6 9 4 4 6 5 4 7 1

(424) (94) (56) (49) (30) (44) (33) (18) (34) (43) (23)
1,659 176 216 404 75 152 183 105 91 219 38
(2226) (201) (292) (561) (101) (200) (262) (187) (103) (272) (47)

82 1 5 35 0 14 10 0 5 11 1
(101) (1) (5) (44) (1) (18) (12) (0) (8) (11) (1)

1,971 186 251 477 92 182 216 124 131 262 50
(3061) (304) (380) (693) (159) (307) (338) (229) (192) (376) (83)

国：国土交通省以外の国の機関、県：都道府県、市：市町村及び特別区 (　)の数字は回答件数

市

独立行政法人

計

回答機関数（件）

国 土 交 通 省

国

県
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表－2 都道府県別 回答機関数 

 

 

２－６ 調査結果の概要 

今回の公共測量実態調査結果の概要は、次のとおりである。 
アンケートへの回答機関数及び回答件数については、「２－５ 回答状況」に述べたとお

り、1,971 機関から回答件数は 3,061 件あり、各設問での回答を集計・分析した。 

主な事項の調査結果概要は以下のとおりである。 
〇ハザードマップ背景図の利用 

   ・公共測量成果を使用が 34.3％、国土地理院の地形図を使用が 28.63％、民間企業の地

図を使用が 11.6％と官製地図の使用回答が多かった。 
〇測量法に基づく手続き 

  ・測量法第 36 条に基づき公共測量の届出をしている機関は 77.3％で、前回の約 74％よ

り上回り、ほとんどの計画機関が届出により公共測量を実施していることになる。し

かし、回答件数 2,618 件のうち、届出なく実施した公共測量が 302 件との回答があっ

た。 
・測量の重複の排除では、計画機関の約 80％は、利用できる成果を調べていることにな

り、極めて高い比率となったが、「測量作業機関が調べている」、「調べていない」の二

つを集計すると（60.6％）となり、過半数以上を占め、決して好ましい状況ではない。 

都道府県 都道府県

北海道 177 (295) 滋賀県 17 (28)

青森県 40 (49) 京都府 26 (46)

岩手県 33 (52) 大阪府 39 (61)

宮城県 34 (74) 兵庫県 40 (60)

秋田県 24 (36) 奈良県 36 (53)

山形県 35 (60) 和歌山県 31 (47)

福島県 56 (77) 鳥取県 20 (26)

茨城県 43 (52) 島根県 19 (36)

栃木県 25 (39) 岡山県 27 (38)

群馬県 36 (72) 広島県 24 (56)

埼玉県 62 (111) 山口県 20 (49)

千葉県 55 (98) 徳島県 25 (50)

東京都 60 (73) 香川県 17 (24)

神奈川県 33 (60) 愛媛県 21 (25)

新潟県 31 (55) 高知県 32 (38)

富山県 14 (15) 福岡県 57 (79)

石川県 18 (34) 佐賀県 20 (27)

福井県 16 (27) 長崎県 23 (39)

山梨県 27 (28) 熊本県 43 (53)

長野県 72 (77) 大分県 17 (22)

岐阜県 42 (48) 宮崎県 25 (42)

静岡県 36 (55) 鹿児島県 41 (53)

愛知県 51 (102) 沖縄県 39 (70)

三重県 27 (39) 計 1,706 (2650)
国、独立行政法人を除く (　)の数字は回答件数

回答機関数
（件）

回答機関数
（件）
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・測量成果の提出状況（測量法第 40 条）では、全国平均の理解度は比較的高い水準にあ

ると推察される。 
・公共測量を実施する際には、測量法第 14 条により計画機関の長は関係都道府県知事

に公共測量の実施について通知することが義務づけられている。しかしながら、今回

の調査では、53.4％が公共測量実施の公示を行わせる目的・趣旨を理解していない。 
〇測量成果の公開 
・「一般に対する測量成果の公開状況」では、「全部公開」が 38.2％と低く、その要因で

は「提供体制が整っていない」（38.9％）が最も多かった。 
 〇発注 
 ・多くの計画機関が国土交通省の積算基準を準用している。また、発注に際しての製品

仕様書は、約 60％が作成している。 
 ・国土地理院が公開している「製品仕様書作成支援ツール等」の認知度については、回

答件数 739 件の内 653 件(88.4％)が公開していることを知らなかった。 
 〇作業規程の準則 
 ・多くの計画機関は、公共測量作業規程として「作業規程の準則」を準用している。準

用するメリットについて、回答件数 3,963 件の内 3,777 件（95.3%）が「準用するメリ

ットがある」と答えている。 
 ・国土地理院のウェブサイトで準則及び「公共測量作業規程を定める手続き」について

閲覧した感想等では、回答件数 848 件の内「作業規程の必要性が理解できた」が 499
件（58.8％）、「既に作業規程が定められていることがわかった」が 296 件（34.9％）、

「未制定であることがわかったので申請したい」が 24 件（2.8％）で、これらを合わ

せると 819 件（96.6％）が理解できたことになり、極めて理解度が高い感想となって

いる。 
 〇基盤地図情報 
 ・作業規程の準則に基盤地図情報の整備更新について記載されていることの認知度では、

計画機関別と都道府県別とも「知っている」約 26％、「知らない」約 74％という結果

である。 
 ・基盤地図情報を業務で「利用する」、「利用しない」に分別すると、「利用する」43.9％、

「利用しない」56.1％となる。 
 〇世界測地系への対応状況 
 ・計画機関別に集計すると、公共基準点成果では、「全て対応済み」が 42.3％、「一部未

対応」が 33.2％で、合わせて 75.5％、数値地図成果では「全て対応済み」が 44.3％、

「一部未対応」が 26.6％で、合わせて 73.3％であるが、紙地図成果では、基準点成果

や数値地図成果の対応に比べると低率である。都道府県別に集計すると、計画機関別

と同様の傾向である。 
〇国土地理院の公共測量関連サービスの利用状況 

 ・電子国土 Web システム、公共測量データベース、公共測量成果検査支援ツール、公共

測量申請書作成サイトの利用状況を集計した結果、いずれも利用率は低かった。 
 
 
 


